
財政状況等一覧表（平成２０年度決算）

（単位：百万円）

団体名　　宇都宮市 標準税収入額等
A

普通交付税額
B

臨時財政対策
債発行可能額C

標準財政規模
A+B+C

101,521 2,196 3,525 107,242

１．一般会計等の財政状況
（単位：百万円）

一 般 会 計 175,036 163,078 11,958 1,852 3,376 120,504

母 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 事 業 特 別 会 計 149 106 43 43 18 -

都 市 開 発 資 金 事 業 特 別 会 計 244 244 0 0 244 1,280

鶴 田 第 １ 土 地 区 画 整 理 事 業 特 別 会 計 442 434 8 0 318 1,066

鶴 田 第 ２ 土 地 区 画 整 理 事 業 特 別 会 計 1,880 1,824 56 0 606 1,624

城 東 土 地 区 画 整 理 事 業 特 別 会 計 573 573 0 0 404 1,556

宇 大東 南部 第１ 土地 区画 整理 事業 特別 会計 2,297 2,223 74 0 765 1,772

宇 大東 南部 第２ 土地 区画 整理 事業 特別 会計 417 412 5 0 305 52

宇 都 宮 駅 東 口 土 地 区 画 整 理 事 業 特 別 会 計 416 414 2 0 285 274

岡 本 駅 西 土 地 区 画 整 理 事 業 特 別 会 計 979 885 94 0 652 452

中 里 原 土 地 区 画 整 理 事 業 特 別 会 計 281 197 84 0 142 -

育 英 事 業 特 別 会 計 261 260 1 1 83 -

一般会計等 178,907 166,582 12,325 1,896 128,580

※「一般会計等」の数値は、各会計間の繰入・繰出などを控除（純計）したものであることから、各会計間の合計額と一致しない項目がある。

２．公営企業会計等の財政状況
（単位：百万円）

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 43,757 43,754 3 3 3,344 - -

介 護 保 険 特 別 会 計 19,788 19,604 184 184 2,942 - -

老 人 保 健 特 別 会 計 3,167 3,167 0 0 124 - -

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 3,440 3,428 12 12 513 - -

競 輪 特 別 会 計 19,902 19,765 137 100 2,650 - -

駐 車 場 特 別 会 計 227 227 0 0 30 - -

水 道 事 業 会 計 10,724 9,143 1,581 4,720 413 51,356 1,438 法適用企業

下 水 道 事 業 会 計 11,984 11,219 765 2,173 5,967 94,013 49,357 法適用企業

中 央 卸 売 市 場 事 業 会 計 639 610 29 782 76 1,087 232 法適用企業

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 746 746 0 0 624 6,657 5,739

土 地 取 得 事 業 特 別 会 計 1,047 1,047 0 1,636 1,046 3,940 -

公営企業会計等　計 9,610 157,053 56,766

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業である。
　　　　　２．法適用企業会計以外の特別会計については「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
　　　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
　　　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

３．関係する一部事務組合等の財政状況
（単位：百万円）

栃 木 県 市 町 村 総 合 事 務 組 合 （ 一 般 会 計 ） 14,804 14,512 292 292 2,694 - -

栃 木 県 市 町 村 総 合 事 務 組 合 （ 特 別 会 計 ） 308 307 1 1 35 - -

栃木県後期高齢者医療広域連合（ 一般会計） 1,557 1,528 29 29 13 - -

宇 都 宮 市 街 地 開 発 組 合 168 167 1 1,117 - - -

一部事務組合等　計 1,439

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況
（単位：百万円）

宇 都 宮 市 土 地 開 発 公 社 58 645 10 38 638 3,877 - -

財 団 法 人 宇 都 宮 市 文 化 会 館 管 理 公 社 17 104 10 15 - - - -

財 団 法 人 宇 都 宮 市 体 育 文 化 振 興 公 社 9 83 10 164 - - - -

財 団 法 人 宇 都 宮 医 療 保 健 事 業 団 18 759 5 81 - - - -

財 団 法 人 グ リ ー ン ト ラ ス ト う つ の み や 3 243 200 6 - - - -

財 団 法 人 う つ の み や 文 化 の 森 20 271 200 11 - - - -

財 団 法 人 宇 都 宮 市 農 業 公 社 0 81 30 38 - - - -

財 団 法 人 と ち ぎ 県 産 品 振 興 協 会 30 1,099 100 - - - - -

財 団 法 人 大 谷 地 域 整 備 公 社 1 2,069 515 33 - - - -

財 団 法 人 宇 都 宮 市 老 人 ク ラ ブ 連 合 会 △ 1 37 5 26 - - - -

地方公社・第三セクター等　計 1,085 412 638 3,877 - -

　（注）　損益計算書を作成していない社団・財団法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

５．充当可能基金の状況
（単位：百万円）

充当可能基金名
平成19年度

決算　A
平成20年度

決算　B
差引
B-A

財 政 調 整 基 金 12,565 11,971 △ 594

減 債 基 金 12,115 13,019 904

そ の 他 充 当 可 能 基 金 24,818 21,467 △ 3,351

充 当 可 能 基 金 計 49,498 46,457 △ 3,041

　（注） 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。

６．財政指標の状況

財政指標名
平成19年度

決算　A
平成20年度

決算　B
差引
B-A

早期健全化
基準

財政再生
基準

平成19年度
決算　A

平成20年度
決算　B

差引
B-A

実 質 赤 字 比 率 4.59 1.76 △ 2.83 △ 11.25 △ 20.00 ― ― ―

連 結 実 質 赤 字 比 率 13.72 10.72 △ 3.00 △ 16.25 △ 40.00 ― ― ―

実 質 公 債 費 比 率 8.7 9.4 0.7 25.0 35.0 ― ― ―

将 来 負 担 比 率 20.1 23.0 2.9 350.0 ― ― ―

財 政 力 指 数 1.07 1.10 0.03 ― ― ―

経 常 収 支 比 率 85.5 88.9 3.4

　（注）　１．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」・「資金不足比率」は負数（△～）で表示している。
　　　　　２．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」は、収支が黒字の場合には便宜的に当該黒字の比率を正数で表示している。
　　　　　３．早期健全化基準に相当する「資金不足比率」の「経営健全化基準」は、公営競技を除き、一律 △20％である（公営競技は0％）。
　　　　　４．「早期健全化基準」及び「財政再生基準」は平成20年度決算における基準である。
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土 地 取 得 事 業 特 別 会 計

農業集落排水事業特別会計

中 央 卸 売 市 場 事 業 会 計

水 道 事 業 会 計

下 水 道 事 業 会 計


